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働き方改革実行計画
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自動車運転の業務 改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。上限時間は、年９６０時間とし、将来的に一般則の適用
を目指す。

建設事業 改正法施行５年後に、一般則を適用。（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、１か月１００
時間未満・複数月８０時間以内の要件は適用しない。この点についても、将来的に一般則の適用を目指す）。

医師 改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。 具体的な上限時間等は省令で定めるこ

ととし、医療界の参加による検討の場において、規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等に
ついて検討し、結論を得る。

鹿児島県及び沖縄
県の砂糖製造業

改正法施行３年間は、１か月１００時間未満・複数月８０時間以内の要件は適用しない。（改正法施行３年後
に、一般則を適用）

新技術・新商品等
の研究開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間外労働の上限規制は適用しない。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせなければ
ならないこととする。（労働安全衛生法の改正）

時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月
100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。

厚労省と内閣官房の資料より作成

医師については省令で別途定める

法律による上限
例外（特別条項）
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「医業に従事する医師」について
(1)平成36年3月31日までは（改正法施行予定日である平成31年4月1日から起算して 5年経過するまでは）、時間
外労働時間の上限を定めない経過措置を置く

(2)それ以降も、医業に従事する医師のうち省令で定める者については、上限となる具体的な時間外労働時間数
等については厚生労働省令で定めることとする経過措置を置くことを予定

平成36（2024）年４月１日以降の取扱い

一般の労働者 医業に従事する医師の
うち省令で定める者

① 36協定で定める時間外労
働時間数の上限

・月 45時間
・年360時間

今後省令で定める

②臨時的に①を超えて労働
させる場合の36協定で定
める時間外労働時間数等
の上限

・休日労働含め月100時間未満
・年720時間以下
・①の月45時間を超えることがで
きる月数は６か月以内

今後省令で定める

③36協定に基づいて時間外
労働をさせる場合、超え
てはいけない上限（月平
均の管理）

・休日労働含め直近２～６か月
平均80時間以下

今後省令で定める

厚労省の説明を基に作成（内容は厚労省確認済）

３



４



５

医師の需給推計の結果について（暫定）

〇 本推計は、平成20・21年度からの医学部定員増の臨時増の取扱について早急に結論を得るために行った暫定
的な推計であり、今後、全国調査等を行った上で、より精緻な推計を行う。

〇 需要推計においては、
① 地域医療構想を踏まえて、高度急性期、急性期、回復期、慢性期といった病床の区分ごとに必要医師数を

見込む
② 国際保健分野、製薬業界、大学の基礎研究等の臨床以外に従事する医師数について、世界最多水準や

今後の増加を十分に見込む
③ 医師の勤務時間の短縮を見込む
など、精緻に推計。

※１ 国際保健分野（2025年：現状の約2倍、2040年：さらに20％増）、製薬業界（2025年：政界最多水準（対人口比）、2040年：さらに
20％増）、大学の基礎研究（2025年：20％増）等

※２ 上位推計では、高度急性期・急性期に従事する医師の労働時間（56.6時間）が、他の病院・診療所と同レベルの45.7時間まで改
善すると見込んで推計。（中位推計では他の病院・診療所との労働時間の差が50％、下位推計では25％縮小するとして推計）

〇 供給推計においては、今後の医学部定員については、平成28年度の9,262人が維持されるとして推計。
※３ 女性医師、高齢医師、研修医については、それぞれ働き方等を考慮し、30～50歳代の男性医師を１とした場合に、女性医師0.8、

高齢医師0.8、研修医1年目0.3、研修医2年目0.5として推計
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需給推計

需要推計（上位）

需要推計（中位）

需要推計（下位）

2033年頃に約32万人で均衡

2024年頃に約30万人で均衡（万人）
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都道府県別に見た人口10万対医師数（平成26年）

〇 全国の医療施設（診療所・病院）に従事する「人口10万対医師数」は233.6人で、前回
に比べ7.1人増加している。

〇 都道府県別では、京都府が最も多く（307.9人）、埼玉県が最も少ない（152.8人）
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152.8人（埼玉） 307.9人（京都） 全国 233.6人

男性 186.0人
女性 47.6人愛 知
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医師の働き方改革では「地域医療の継続性」と「医師の健康への配慮」の
２つを両立することが重要である。

地域医療の
継続性

医師の健康への
配慮

「地域医療の継続性」と「医師の健康への配慮」の両立

両者のバランスが取れているか
常に振り返る



労基法は週当たりの
法定労働時間を40時間
と規定
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一般業種
（法律）

特別条項
一般業種
（法律）

単月100ｈ未満
複数月平均80ｈ以下
720ｈ/年以下

医師
省令で
定める

原則

医師の
特別条項

省令で
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医師の働き方検討委員会
答申

労基法は週当たりの
法定労働時間を40時間
と規定

（１か月換算すると
40ｈ×4週間＝160時間）

医師の特別条項の「特例」
省令（施行規則）
で定める

労基法は週当たりの
法定労働時間を40時間
と規定

法
定
労
働
時
間

時
間
外
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働
時
間

総
労
働
時
間

原則

45ｈ/月
360ｈ/年

大臣告示

特別条項

大臣告示

・原則の上限時間を年間
６か月まで超えること
ができる。

・毎月の上限時間の規定
なし

（１か月換算すると
40ｈ×4週間＝160時間）

時間外労働の上限時間

大臣告示で規定

時間外労働の上限時間
・法律で規定
・医師については省令
（施行規則）で別途規定

【現行】 【働き方改革】 【 】

月45時間超ができる月数
は６か月以内
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ポイント

① 年次有給休暇の年５日の時季指定が義務

付けられます。

② 労働時間の状況の把握が義務化

③ 時間外労働の上限規制が定められます。

④ 「勤務間インターバル」制度の導入が

努力義務になりました。

医療機関における
労働基準法の改正について
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ご清聴ありがとうございました


